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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第67期
第２四半期
累計期間

第68期
第２四半期
累計期間

第67期
第２四半期
会計期間

第68期
第２四半期
会計期間

第67期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
７月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（千円） 14,964,53415,452,1538,081,1509,711,07445,735,268

経常利益（千円） 793,8871,530,648134,850 953,8443,513,265

四半期（当期）純利益（千円） 445,015 978,546 78,850 601,3421,741,740

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － － － －

資本金（千円） － － 3,302,3753,302,3753,302,375

発行済株式総数（株） － － 21,858,49121,858,49121,858,491

純資産額（千円） － － 29,899,54031,717,85330,646,622

総資産額（千円） － － 44,492,62742,094,34843,975,720

１株当たり純資産額（円） － － 1,430.381,501.971,458.93

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
21.32 46.46 3.77 28.50 83.27

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

１株当たり配当額（円） － － － － 15.00

自己資本比率（％） － － 67.20 75.35 69.69

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
3,490,9021,733,152 － － 5,615,195

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△2,053,016△1,597,326 － － △4,317,331

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
391,098△326,335 － － 392,985

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 8,351,3368,022,6908,213,201

従業員数（人） － － 932 923 928

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移に

ついては記載しておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

３．売上高には、消費税等は含んでおりません。

４．第68期第１四半期累計（会計）期間から、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19

年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年

12月27日）を適用しております。
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２【事業の内容】

　当第２四半期会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当第２四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

　提出会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 923 　

　(注)　従業員数は就業人員で、準社員49名、シニア社員114名および他社からの受入出向者245名を含んでおります

が、社外への出向者９名は含まれておりません。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1) 受注工事高、完成工事高、繰越工事高

期別 区分　
期首繰越
工事高
（千円）

期中受注
工事高
（千円）

計（千円）
期中完成工事
高（千円）

期末繰越工事
高（千円）

前第２四半期累計期間

（自平成20年４月１日

　　至平成20年９月30日）

土木工事 14,084,26511,497,81025,582,07510,214,52415,367,551

建築工事 10,118,5183,284,45013,402,9694,590,6548,812,314

計 24,202,78314,782,26038,985,04414,805,17824,179,865

当第２四半期累計期間

（自平成21年４月１日

　　至平成21年９月30日）

土木工事 8,221,85211,129,49319,351,3469,743,3809,607,965

建築工事 7,656,6273,681,98411,338,6115,421,5185,917,093

計 15,878,47914,811,47730,689,95715,164,89815,525,058

前事業年度

（自平成20年４月１日

　　至平成21年３月31日）

土木工事 14,084,26525,985,85040,070,11531,848,2638,221,852

建築工事 10,118,51811,015,37421,133,89213,477,2657,656,627

計 24,202,78337,001,22561,204,00845,325,52815,878,479

 

　(注)１．前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、期中受注工事高にそ

の増減額を含んでおります。したがいまして、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれております。

２．期末繰越工事高は（期首繰越工事高＋期中受注工事高－期中完成工事高）に一致いたします。

３．不動産事業については、期中受注、期中完成のみのため記載しておりません。

(2) 受注工事高

期別 区分 官公庁（千円） 民間（千円） 計（千円）

前第２四半期会計期間

（自　平成20年７月１日

　　至　平成20年９月30日）

土木工事 509,1906,485,4366,994,627

建築工事 923,710 437,4101,361,120

計 1,432,9006,922,8468,355,747

当第２四半期会計期間

（自　平成21年７月１日

　　至　平成21年９月30日）

土木工事 366,3615,723,1516,089,513

建築工事 151,1422,175,4112,326,553

計 517,5037,898,5628,416,066

 

(注)受注工事高のうち主なものは、次のとおりであります。

　前第２四半期会計期間における受注工事高３億円以上の主なもの

発注者 工事名

秋田県にかほ市 仁賀保統合中学校校舎棟建築工事

東日本旅客鉄道株式会社 奥羽本線新青森・青森間新青森こ道橋新設

東日本旅客鉄道株式会社 上越新幹線トンネル覆工修繕２００８

　当第２四半期会計期間における受注工事高２億円以上の主なもの

発注者 工事名

一般個人顧客 (仮称)鹿嶋パークホテル増築工事

株式会社トッキ－ ＣｏＣｏＬｏ長岡（本館）耐震補強その他工事

東日本旅客鉄道株式会社 新庄保線技術センター新築その他工事
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(3) 完成工事高

期別 区分 官公庁（千円） 民間（千円） 計（千円）

前第２四半期会計期間

（自　平成20年７月１日

　　至　平成20年９月30日）

土木工事 32,224 4,673,2664,705,491

建築工事 46,905 3,247,7033,294,608

計 79,129 7,920,9708,000,100

当第２四半期会計期間

（自　平成21年７月１日

　　至　平成21年９月30日）

土木工事 370,5455,090,4415,460,987

建築工事 139,4323,967,7134,107,145

計 509,9779,058,1549,568,132

(注)１．完成工事のうち主なものは、次のとおりであります。

　前第２四半期会計期間における請負金額２億円以上の主なもの

発注者 工事名

東日本旅客鉄道株式会社 矢代田橋上駅新築その２（本体ほか）

遠藤商事株式会社 遠藤商事㈱社屋増築工事

株式会社サンシティ (仮称）サンデュエル六町新築工事

　当第２四半期会計期間における請負金額４億円以上の主なもの

発注者 工事名

一般個人顧客 和平フレイズ株式会社　第三期新築工事

日本通運株式会社 （仮称）日本通運㈱秋田支店臨海倉庫新築工事

株式会社ルミネ （仮称）渋谷変電所跡地商業施設新設工事

２．完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先の完成工事高およびその割合は、次のとおりであ

ります。

前第２四半期会計期間 当第２四半期会計期間

相手先 金額（千円）
割合
（％）

相手先 金額（千円）
割合
（％）

東日本旅客鉄道株式会社 5,969,03274.6東日本旅客鉄道株式会社 5,804,98160.7

遠藤商事株式会社 820,00010.2　         
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(4) 繰越工事高（平成21年９月30日現在）

区分 官公庁（千円） 民間（千円） 計（千円）

土木工事 2,292,059 7,315,906 9,607,965

建築工事 886,900 5,030,193 5,917,093

 計 3,178,959 12,346,099 15,525,058

(注)繰越工事のうち主なものは、次のとおりであります。

　当第２四半期会計期間末における請負金額６億円以上の主なもの

発注者 工事名 完成予定

株式会社サンシティネクスト （仮称）アーバンシティ長野稲里新築工事 平成21年10月　

秋田県にかほ市 仁賀保統合中学校校舎棟建築工事 平成21年12月　

独立行政法人　鉄道建設・運輸施設

整備支援機構
北陸新幹線、富山五本榎高架橋 平成23年３月　

東日本旅客鉄道株式会社 豊野・牟礼間浅野こ道橋新設　 平成23年11月　

東日本旅客鉄道株式会社 奥羽本線新青森・青森間新青森こ道橋新設 平成23年２月　

東日本旅客鉄道株式会社 上越幹越後湯沢・新潟間今井消雪基地他送水設備取替 平成22年１月　

２【事業等のリスク】

　当第２四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

  当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

(1) 業績の状況

　当第２四半期会計期間の売上高は、前第２四半期会計期間比16億２千９百万円（20.2％増）増加し、97億１千１百

万円となりました。これは、会計基準変更により第１四半期会計期間から採用した工事進行基準による売上増加が

主因であります。

（営業利益）

　売上総利益は、売上高の増加を主因といたしまして前第２四半期会計期間比２億２百万円（15.4%増）増加し、15

億１千６百万円となりました。また販売費及び一般管理費は、前第２四半期会計期間に取引先破綻に伴う貸倒引当

金繰入額を計上したことを主因にして、前第２四半期会計期間比５億５千２百万円（48.6%減）減少の５億８千４

百万円となりました。この結果、営業利益は、前第２四半期会計期間比７億５千５百万円（427.5%増）増加し、９億

３千１百万円となりました。

（経常利益・四半期純利益）

　経常利益は、前第２四半期会計期間比８億１千８百万円（607.3%増）増加し、９億５千３百万円となりました。ま

た四半期純利益は、貸倒引当金戻入額等による特別利益計上もあり、前第２四半期会計期間比５億２千２百万円

（662.6%増）増加し、６億１百万円となりました。

(2) キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期会計期間のキャッシュ・フローの状況については、営業活動による資金で15億５千６百万円の支出

超過（前第２四半期会計期間10億２千４百万円の収入超過）、投資活動による資金で４億８千６百万円の収入超過

（前第２四半期会計期間10億９千４百万円の支出超過）、財務活動による資金で２千９百万円の支出超過（前第２

四半期会計期間１千６百万円の支出超過）となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）
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　営業活動によるキャッシュ・フローは、15億５千６百万円の支出超過となりました。（前第２四半期会計期間10億

２千４百万円の収入超過）これは、税引前四半期純利益・減価償却費等に加え未成工事支出金の減少という資金流

入要因に対し、未成工事受入金・仕入債務の減少等の資金支出要因が、上回ったためであります。なお、売上債権及

び未成工事支出金の増減額には、第１四半期会計期間から採用した工事進行基準による要因も含まれております。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、４億８千６百万円の収入超過となりました。（前第２四半期会計期間10億

９千４百万円の支出超過）これは、効率的な資金運用を目的とした短期国債の運用において、売却（償還）による

収入が、取得による支出を上回ったことが主因であります。なお、前第２四半期会計期間は、有形固定資産の取得16

億３千４百万円により支出超過となったものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、２千９百万円の支出超過となりました。（前第２四半期会計期間１千６百

万円の支出超過）これは、会計処理を一体化しております社員持株会専用信託口（以下「信託口」という。）の長

期借入金返済や信託口から社員持株会への株式売却収入及び単元未満株の取得による支出等によるものでありま

す。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4) 研究開発活動

　当第２四半期会計期間における研究開発活動の金額は、3,802千円であります。

　なお、当第２四半期会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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(5) 経営者の問題認識と今後の方針について

　今後も、公共投資をはじめ国内建設投資の減少が進み、更なる受注競争の激化が予想されます。こうした中、当社は

技術と経営に優れた企業を目指して業績や経営に及ぼす様々なリスク要因を的確に把握し、いかなる経営環境変化

にも対処すべく、安全、技術、品質、財務などにおいて、より高いステージを目指した経営を実践してまいります。

　また、当社は鉄道工事を始めとして公共性の高い事業が多いことから、「安全を最優先する企業」として工事の更

なる安全向上を目指すとともにコンプライアンスの徹底を経営の最重要課題としてとらえ、地域やお客様の信頼獲

得に全力で取り組んでまいります。
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第３【設備の状況】
(1) 主要な設備の状況

　当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2) 設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期会計期間において、前四半期会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。

EDINET提出書類

第一建設工業株式会社(E00250)

四半期報告書

 9/28



第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 51,000,000

計 51,000,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 21,858,491 21,858,491
ジャスダック証券取引

所
単元株式数100株

計 21,858,491 21,858,491 － －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

(3) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年７月１日～

平成21年９月30日
－ 21,858,491－ 3,302,375－ 3,338,395
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(5) 【大株主の状況】

 平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

東日本旅客鉄道株式会社 東京都渋谷区代々木二丁目２番２号 1,580 7.23

旭調査設計株式会社 新潟県新潟市中央区幸西一丁目１番11号 1,434 6.56

ビービーエイチ　フオー　フイデリ

テイー　ロープライス　ストツク　

フアンド

40 WATER STREET,BOSTON MA 02109 U.S.A.1,327 6.07

（常任代理人

　株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行）
（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号）         

株式会社第四銀行
新潟県新潟市中央区東堀前通七番町1071番

地１
1,016 4.65

株式会社北陸銀行 富山県富山市堤町通り一丁目２番26号 982 4.49

第一建設工業社員持株会 新潟県新潟市中央区八千代一丁目４番34号 881 4.03

野村信託銀行株式会社（社員持株

会専用信託口）
東京都千代田区大手町二丁目２番２号 697 3.19

株式会社秋田銀行 秋田県秋田市山王三丁目２番１号 615 2.82

東鉄工業株式会社 東京都新宿区信濃町34 511 2.34

第一建設工業互助会 新潟県新潟市中央区八千代一丁目４番34号 463 2.12

計 － 9,511 43.51

(注)　エフエムアールエルエルシーが、当社の株式を1,114千株（5.10％）保有している旨の大量保有報告書が平成

20年10月22日（報告義務発生日　平成20年10月15日）にフィデリティ投信株式会社より関東財務局長宛てに提

出されておりますが、平成21年９月30日現在における実質所有株式数の確認ができないため、上表には含めて

おりません。

　なお、その大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
（株）

株券等保有割合
（％）

エフエムアール　エルエルシー

（FMR LLC）　

82 Devonshire Street,Boston,

Massachusetts 02109,USA　
1,114,000 5.10
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

 平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式      43,800
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式  21,764,400 217,644 －

単元未満株式 普通株式      50,291 － －

発行済株式総数 21,858,491 － －

総株主の議決権 － 217,644 －

(注)証券保管振替機構名義の株式が、「完全議決権株式（その他）」の欄に400株（議決権の数４個）、「単元未

満株式」の欄に16株それぞれ含まれております。

② 【自己株式等】

 平成21年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）  　 　 　 　

第一建設工業株式

会社

新潟市中央区八千

代一丁目４番34号
43,800 － 43,800 0.20

計 － 43,800 － 43,800 0.20

(注)上記の他に、平成21年９月30日現在の四半期財務諸表に自己株式として認識している野村信託銀行（社員持

株会専用信託口）（以下「信託口」という。）所有の当社株式が、697,200株あります。これは、平成20年４月

22日付けで信託口に第三者割当により発行した新株式700,000株と自己株式処分により譲渡した300,000株

及び平成21年９月30日までに信託口から社員持株会へ譲渡した302,800株を差引し合算計上したことによる

ものであります。この処理は会計処理上、当社と信託口が一体のものであると認識し、信託口が所有する当社

株式を自己株式として計上していることによるものであります。

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 669 650 715 720 756 800

最低（円） 629 592 612 650 700 670

(注)　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）

に準じて記載しております。

　なお、前第２四半期会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期累計期間（平成20

年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四半期会計期間（平成

21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間（平成20年７月１日から平成20

年９月30日まで）及び前第２四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第２四半期会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期累計期間（平成

21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レ

ビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当社

では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財政状

態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとして、四

半期連結財務諸表は作成しておりません。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準　　　　    1.29％

売上高基準　　　    1.12％

利益基準　　　　    0.89％

利益剰余金基準　    1.50％
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成21年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 8,022,690 8,213,201

受取手形・完成工事未収入金等 6,427,861 10,613,292

有価証券 2,499,717 1,019,539

販売用不動産 370,954 372,468

未成工事支出金 ※3
 5,605,974 4,122,722

繰延税金資産 432,484 432,484

その他 349,861 582,378

貸倒引当金 △80,560 △147,080

流動資産合計 23,628,984 25,209,007

固定資産

有形固定資産

車両運搬具（純額） 4,133,146 4,685,487

その他（純額） 8,267,174 8,290,626

有形固定資産計 ※1
 12,400,321

※1
 12,976,113

無形固定資産 53,792 28,041

投資その他の資産

投資有価証券 4,878,912 4,270,940

繰延税金資産 563,918 798,886

その他 ※2
 568,439

※2
 692,829

貸倒引当金 △20 △100

投資その他の資産計 6,011,250 5,762,557

固定資産合計 18,465,364 18,766,712

資産合計 42,094,348 43,975,720

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 4,949,469 7,172,829

未払法人税等 735,187 1,223,279

未成工事受入金 1,923,412 1,578,330

引当金 ※3
 86,170 225,060

その他 1,050,924 1,390,950

流動負債合計 8,745,164 11,590,449

固定負債

長期借入金 508,630 592,210

退職給付引当金 910,731 905,437

その他 211,969 241,001

固定負債合計 1,631,331 1,738,648

負債合計 10,376,495 13,329,098
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（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成21年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,302,375 3,302,375

資本剰余金 3,338,395 3,339,490

利益剰余金 25,196,992 24,548,653

自己株式 △514,179 △591,529

株主資本合計 31,323,584 30,598,990

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 394,268 47,631

評価・換算差額等合計 394,268 47,631

純資産合計 31,717,853 30,646,622

負債純資産合計 42,094,348 43,975,720
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（２）【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高

完成工事高 14,805,178 15,164,898

不動産事業売上高 159,356 287,255

売上高合計 ※2
 14,964,534 15,452,153

売上原価

完成工事原価 12,275,052 12,616,710

不動産事業売上原価 76,876 165,370

売上原価合計 12,351,928 12,782,080

売上総利益

完成工事総利益 2,530,126 2,548,188

不動産事業総利益 82,479 121,884

売上総利益合計 2,612,605 2,670,073

販売費及び一般管理費 ※1
 1,836,197

※1
 1,232,660

営業利益 776,408 1,437,412

営業外収益

受取利息 17,192 11,353

受取配当金 60,108 49,169

その他 23,729 43,091

営業外収益合計 101,031 103,614

営業外費用

支払利息 4,435 3,598

投資有価証券評価損 70,582 3,614

その他 8,533 3,164

営業外費用合計 83,552 10,378

経常利益 793,887 1,530,648

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 111,885

賠償損失引当金戻入額 － 44,013

特別利益合計 － 155,898

特別損失

販売用不動産評価損 29,871 －

特別損失合計 29,871 －

税引前四半期純利益 764,015 1,686,546

法人税等 ※3
 319,000

※3
 708,000

四半期純利益 445,015 978,546
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【第２四半期会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高

完成工事高 8,000,100 9,568,132

不動産事業売上高 81,050 142,941

売上高合計 ※2
 8,081,150 9,711,074

売上原価

完成工事原価 6,718,375 8,112,311

不動産事業売上原価 48,319 81,917

売上原価合計 6,766,695 8,194,229

売上総利益

完成工事総利益 1,281,724 1,455,820

不動産事業総利益 32,730 61,023

売上総利益合計 1,314,455 1,516,844

販売費及び一般管理費 ※1
 1,137,795

※1
 584,995

営業利益 176,659 931,849

営業外収益

受取利息 12,048 6,994

受取配当金 5,757 6,573

受取地代家賃 7,061 7,286

その他 5,742 8,011

営業外収益合計 30,609 28,865

営業外費用

支払利息 2,418 1,697

投資有価証券評価損 67,033 3,614

その他 2,967 1,558

営業外費用合計 72,419 6,871

経常利益 134,850 953,844

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 38,485

賠償損失引当金戻入額 － 44,013

特別利益合計 － 82,498

特別損失 － －

税引前四半期純利益 134,850 1,036,342

法人税等 ※3
 56,000

※3
 435,000

四半期純利益 78,850 601,342
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 764,015 1,686,546

減価償却費 498,893 720,641

貸倒引当金の増減額（△は減少） 550,368 △111,885

工事損失引当金の増減額（△は減少） △13,230 △23,260

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △12,900 △10,010

退職給付引当金の増減額（△は減少） 23,063 5,294

受取利息及び受取配当金 △77,301 △60,522

支払利息 4,435 3,598

投資有価証券評価損益（△は益） 70,582 3,614

投資有価証券売却損益（△は益） △222 △6,394

有形固定資産除却損 441 953

売上債権の増減額（△は増加） 7,876,516 4,185,431

未成工事支出金の増減額（△は増加） △3,675,384 △1,483,251

販売用不動産の増減額（△は増加） 29,871 1,513

未収入金の増減額（△は増加） △99,420 208,447

仕入債務の増減額（△は減少） △1,532,825 △2,223,359

未成工事受入金の増減額（△は減少） 535,159 345,082

その他の流動負債の増減額（△は減少） △2,451 △202,058

未収消費税等の増減額（△は増加） △52,768 －

未払消費税等の増減額（△は減少） △140,169 △200,687

その他 △26,231 31,580

小計 4,720,442 2,871,275

利息及び配当金の受取額 75,084 58,391

利息の支払額 △4,435 △3,598

法人税等の支払額 △1,300,188 △1,192,916

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,490,902 1,733,152

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △10,492,793 △5,499,289

有価証券の売却による収入 10,120,000 4,020,000

有形固定資産の取得による支出 △1,725,999 △93,076

有形固定資産の売却による収入 － 13,500

無形固定資産の取得による支出 － △28,624

投資有価証券の取得による支出 － △314,782

投資有価証券の売却による収入 57,230 290,321

貸付金の回収による収入 302 302

その他 △11,756 14,321

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,053,016 △1,597,326

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 712,000 －

長期借入金の返済による支出 △57,919 △83,579

配当金の支払額 △314,464 △316,060

自己株式の取得による支出 △13,880 △1,705

自己株式の売却による収入 65,363 75,009

財務活動によるキャッシュ・フロー 391,098 △326,335

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,828,985 △190,510

現金及び現金同等物の期首残高 6,522,351 8,213,201

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 8,351,336

※1
 8,022,690
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

会計処理基準に関する事項の変更 完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

　請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用して

おりましたが、第１四半期会計期間から「工事契約に関する会計基準」（企

業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）が適用され

たことに伴い、第１四半期会計期間に着手した工事契約から当第２四半期会

計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については

工事進行基準（工事の進捗度の見積りは原価比例法）を、その他の工事につ

いては工事完成基準を適用しております。

　なお、平成21年３月31日以前に着手した工事契約は、工事完成基準を引き続

き適用しております。

　これにより、当第２四半期累計期間の完成工事高は2,298,816千円増加し、営

業利益、経常利益及び税引前四半期純利益が、それぞれ308,373千円増加して

おります。

【簡便な会計処理】

 
当第２四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

完成工事に係るかし担保費用見積額の算

定方法

　補償見積率が前事業年度末に算定したものと著しい変化がないと認められ

るため、前事業年度決算において算定した過去の実績率等の合理的な基準を

使用して補償見積額を算定しております。

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第２四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

税金費用の計算方法 　税金費用については、当第２四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純

利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期

純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は、「法人税等」に含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第２四半期会計期間末
（平成21年９月30日）

前事業年度末
（平成21年３月31日）

※１．　有形固定資産の減価償却累計額は、6,568,796千円

であります。

※１．　有形固定資産の減価償却累計額は、5,881,808千円

であります。　

※２．　投資その他の資産から直接控除した貸倒引当金 ※２．　投資その他の資産から直接控除した貸倒引当金

その他 167,995　千円 その他 511,767　千円

　「その他」中の直接控除した貸倒引当金は、破産債

権・更生債権等であります。

　「その他」中の直接控除した貸倒引当金は、破産債

権・更生債権等であります。

※３．　損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事

支出金と工事損失引当金は相殺せずに両建てで表示

しております。

　損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事

支出金のうち、工事損失引当金に対応する額は

56,280千円であります。

　３．　　　　　　　――――――

　４．保証債務　

①下記の会社の金融機関等からの借入に対し、保証を

行っております。

　なお、（　　）内には共同保証総額を記載しておりま

す。

　４．保証債務　　

①下記の会社の金融機関等からの借入に対し、保証を

行っております。

　なお、（　　）内には共同保証総額を記載しておりま

す。

㈱カイハツ 71,507　千円

　 （700,770千円）

㈱カイハツ 80,089　千円

　 （784,881千円）

②下記の得意先が行うマンション購入者への手付金保

証契約に対する保証を行っております。

②下記の得意先が行うマンション購入者への手付金保

証契約に対する保証を行っております。

㈱サンシティネクスト 10,000千円

計 10,000　

㈱地建 5,000千円

計 5,000　

上記取引先は、平成21年４月１日付で株式会社サン

シティネクストに商号変更しております。　

　５．訴訟　

　当社が施工した朱鷺メッセ連絡通路の一部が落下

した事故について、平成16年9月7日付（訴状通達は

17日）で、新潟県から民法第719条の「連帯して全部

の責任を負う」共同不法行為を根拠法令として工事

の設計、工事監理、施工を行った関係6社に対して894

百万円の損害賠償請求訴訟の提起を受け現在も訴訟

手続中であります。

　５．訴訟　

同左
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（四半期損益計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※１．　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

※１．　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

従業員給料手当 622,650千円

退職給付費用 18,895　

役員賞与引当金繰入額 12,818　

貸倒引当金繰入額 550,434　

従業員給料手当 639,181千円

退職給付費用 21,033　

役員賞与引当金繰入額 13,656　

貸倒引当金繰入額 －　

※２．　当社の売上高は、主たる事業である建設事業におい

て、契約により工事の完成引渡しが第４四半期会計

期間に集中しているため、第１四半期会計期間から

第３四半期会計期間における売上高に比べ、第４四

半期会計期間の売上高が著しく多くなるといった季

節的変動があります。　

　２．　　　　　　　――――――

※３．　税金費用については、四半期特有の会計処理を適用

しているため、法人税等調整額は「法人税等」に含

めて表示しております。　

※３．　　　　　　　　　同左　

前第２四半期会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

※１．　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

※１．　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

従業員給料手当 297,644千円

退職給付費用 9,529　

役員賞与引当金繰入額 6,460　

貸倒引当金繰入額 550,434　

従業員給料手当 296,812千円

退職給付費用 10,600　

役員賞与引当金繰入額 5,550　

貸倒引当金繰入額 －　

※２．　当社の売上高は、主たる事業である建設事業におい

て、契約により工事の完成引渡しが第４四半期会計

期間に集中しているため、第１四半期会計期間から

第３四半期会計期間における売上高に比べ、第４四

半期会計期間の売上高が著しく多くなるといった季

節的変動があります。　

　２．　　　　　　　――――――

※３．　税金費用については、四半期特有の会計処理を適用

しているため、法人税等調整額は「法人税等」に含

めて表示しております。　

※３．　　　　　　　　　同左
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（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※１．　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係　

　　　　　　　　　　　　　　（平成20年９月30日現在）

※１．　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係　

　　　　　　　　　　　　　　（平成21年９月30日現在）

現金預金 6,849,880千円

有価証券 1,501,456

現金及び現金同等物 8,351,336

現金預金 8,022,690千円

有価証券 －

現金及び現金同等物 8,022,690

　（追加情報）

　当社は、「信託型従業員持株インセンティブ・プラン」の

導入に伴い、野村信託銀行株式会社（社員持株会専用信託

口）(以下「信託口」という。)に第三者割当による新株式

発行および自己株式処分をしております。

　会計処理については、当社と信託口が一体であるとの保守

的な観点から、信託口の資産及び負債並びに費用及び収益

についても当社貸借対照表及び損益計算書並びにキャッ

シュ・フロー計算書に含めて計上しております。

　このため、キャッシュ・フロー計算書の作成は、信託口の

貸借対照表及び損益計算書を含めた計数で、作成しており

ます。

　（追加情報）

同左
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（株主資本等関係）

当第２四半期会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９

月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　　　　　　　21,858,491株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　　　　　　　　 741,071株

(注) 当社は、平成20年４月22日付で新株式（普通株式）700,000株を野村信託銀行株式会社（社員持株会専用

信託口）（以下「信託口」という。）に第三者割当により発行しております。また併せて自己株式300,000

株を信託口へ処分しております。

会計処理については、当社と信託口は一体であるとの保守的な処理をしていることから、「２．自己株式

の種類及び株式数」における自己株式数は、信託口が所有する当社株式数697,200株と当社所有自己株式

数43,871株を加算して記載しております。

３．配当に関する事項

　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資　

平成21年６月26日

定時株主総会
普通株式 315,09215 平成21年３月31日平成21年６月29日利益剰余金

(注) 配当金の総額には、野村信託銀行株式会社（社員持株会専用信託口）（以下「信託口」という。）に対す

る配当金12,165千円を含めておりません。これは、信託口に対する新株式の発行および自己株式処分につ

いて保守的な観点から、当社と信託口は一体であるとの会計処理をしており、信託口が所有する当社株式

を自己株式に含めているためであります。

（有価証券関係）

　該当事項はありません。

（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。

（持分法損益等）

前第２四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

　関連会社がないため、当該各項目の記載を省略しておりま

す。

　関連会社がないため、当該各項目の記載を省略しておりま

す。

（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　「１．１株当たり純資産額」および「２．１株当たり四半期純利益金額等」を算定するための「普通株式の自己

株式数」においては、野村信託銀行株式会社（社員持株会専用信託口）(以下「信託口」という。)が所有する当社

株式（当第２四半期会計期間末現在697,200株）について、財務諸表において自己株式として会計処理しているこ

とから、「１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期会計期間末の普通株式の数」および「普通株式の期中平

均株式数」は、当該株式を控除して算出しております。

１．１株当たり純資産額

当第２四半期会計期間末
（平成21年９月30日）

前事業年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 1,501.97円 １株当たり純資産額 1,458.93円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第２四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 21.32円 １株当たり四半期純利益金額 46.46円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りであります。

 
前第２四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益（千円） 445,015 978,546

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 445,015 978,546

普通株式の期中平均株式数（千株） 20,867 21,060

前第２四半期会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 3.77円 １株当たり四半期純利益金額 28.50円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りであります。

 
前第２四半期会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益（千円） 78,850 601,342

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 78,850 601,342

普通株式の期中平均株式数（千株） 20,891 21,095
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（重要な後発事象）

当第２四半期会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

　当社は平成21年11月10日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第

156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項を決議いたしました。

　

(1) 自己株式の取得を行う理由

　経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を可能とするため、自己株式の取得を行います。

(2) 自己株式取得に関する取締役会の決議内容

①　取得する株式の種類　　　当社普通株式

②　取得する株式の総数　　　100,000株を上限とする。

③　株式の取得価額の総額　　80,000,000円を上限とする。

④　取得する期間　　　　　　平成21年11月11日～平成22年2月26日　

　　

（リース取引関係）

　該当事項はありません。

２【その他】

　当社が施工した朱鷺メッセ連絡通路の一部が落下した事故について、平成16年９月７日付（訴状通達は17日）で、新

潟県から民法第719条の「連帯して全部の責任を負う」共同不法行為を根拠法令として工事の設計、工事監理、施工を

行った関係６社に対して894百万円の損害賠償請求訴訟の提起を受け、現在も訴訟手続中であります。

　当社としては、訴訟の中で当社の正当性を主張していく方針であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年11月13日

第一建設工業株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 宮島　道明　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 五十嵐　朗　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている第一建設工業株式会

社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第67期事業年度の第２四半期会計期間（平成20年７月１日から平成20

年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明する

ことにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、第一建設工業株式会社の平成20年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する

第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月12日

第一建設工業株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 宮島　道明　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 五十嵐　朗　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている第一建設工業株式会

社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第68期事業年度の第２四半期会計期間（平成21年７月１日から平成21

年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明する

ことにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、第一建設工業株式会社の平成21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する

第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　追記情報

　「四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は第１四半期会計期間よ

り「工事契約に関する会計基準」及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」を適用している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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